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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

（当期の経営成績）

連結経営成績につきましては、当行単体において資金運用収益が減少したことに加え、国債等債券売却益の減少

によりその他業務収益が減少したことなどから経常収益は前期と比べ５８億１５百万円減少して７５８億５６百万

円となりました。

一方、経常費用につきましては、当行単体において営業経費が減少したことや、与信費用の減少によりその他経

常費用が減少したことなどから前期と比べ２３億２百万円減少して６１５億８百万円となりました。

以上の結果、経常利益は前期と比べ３５億１２百万円減少して１４３億４７百万円となりましたが、親会社株主

に帰属する当期純利益は税金関連費用が減少したことから前期と比べ２２億８５百万円増加して１２１億５９百万

円となりました。

これにより、連結ベースの１株当たり当期純利益は４５円３２銭となりました。

当行単体の業績につきましては、収益面では、貸出金利息の減少により資金運用収益が減少したことに加え、国

債等債券売却益の減少によりその他業務収益が減少したことなどから経常収益は前期と比べ５２億３１百万円減少

して６８５億６０百万円となりました。

一方、費用面では、物件費を中心に営業経費が減少したことに加え、与信費用が減少したことでその他経常費用

が減少したことから経常費用は前期と比べ１９億５４百万円減少して５５４億５９百万円となりました。

この結果、経常利益は前期と比べ３２億７７百万円減少して１３１億１百万円となりましたが、税金関連費用が

減少したことから当期純利益は前期と比べ１９億５４百万円増加して１１７億６百万円となりました。

これにより、１株当たり当期純利益は４３円６３銭となりました。

（次期の見通し）

わが国の景気につきましては、中国を始めとした新興国経済の減速や円高・株安の進行などを背景に景気下振れ

懸念が強まり、先行き不透明な状況が続く見通しとなっております。

こうした金融経済環境のもとで、地域金融機関では日本銀行のマイナス金利政策の影響もあり、預貸金利鞘の縮

小が続くなど収益環境はさらに厳しさが増すものと予想されます。

次期につきましても、地元向け融資を積極的に推進するとともに経営効率化をさらにすすめることで、連結ベー

スの業績は、経常利益１４４億円（前期１４３億円）及び親会社株主に帰属する当期純利益１００億円（前期

１２１億円）をそれぞれ予想しております。

一方、当行単体では、経常利益１４２億円（前期１３１億円）、当期純利益１００億円（前期１１７億円）及び

業務純益１２３億円（前期１５８億円）をそれぞれ予想しております。

本資料には、将来の業績に関する記載が含まれています。

こうした記載は、将来の業績を保障するものではなくリスクや不確実性を内包するものであります。

実際の業績は、経営環境の変化などにより、この配付資料に記載されている予想とは大きく異なる場合が

あることをご承知おきください。
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（２）財政状態に関する分析

（主要勘定の状況）

連結ベースの主要勘定は、次のような動きとなりました。

まず、預金は期中２８２億円増加して当期末残高は４兆７,１９３億円となりましたが、譲渡性預金は期中

１６３億円減少して当期末残高は４７０億円となりました。

一方、貸出金は期中１,０９１億円増加して当期末残高は３兆１,８８３億円となり、有価証券も期中１,０３８

億円増加して当期末残高は１兆７,９７４億円となりました。

なお、純資産額は期中３億円増加して当期末残高は２,５１７億円となり、これにより、連結ベースの１株当た

り純資産額は９３７円６６銭となりました。また、国内基準による連結自己資本比率［速報値］は９.３６％とな

りました。

連結キャッシュ・フローの状況についてみますと、当期末における現金及び現金同等物（以下「資金」とい

う。）の残高は、前期末と比べ４３１億円減少して４,０７５億円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当期における営業活動により得られた資金は９４８億円（前期は５８億円の使用）となりました。

これは、主として預金の増加額は減少しましたが、債券貸借取引受入担保金及び借用金が増加したことなどによ

るものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当期における投資活動により使用した資金は１,３５２億円（前期は２,７７６億円の獲得）となりました。

これは、主として有価証券の売却による収入が前期と比べ大幅に減少したことなどによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当期における財務活動により使用した資金は２７億円となり、前期と比べ使用した資金は１９１億円減少しまし

た。

これは、主として前期において劣後特約付社債の償還による支出があったことなどによるものであります。

当行単体の主要勘定は、次のような動きとなりました。

まず、預金は、金融商品・サービスの充実に取り組むとともに安定的な資金調達に注力いたしました。この結

果、個人預金や法人預金が増加しましたので預金は期中２７７億円増加して当期末残高は４兆７,３０２億円とな

りました。 一方、譲渡性預金は一般法人からのお預け入れが減少したことから期中１６２億円減少して当期末残

高は５１５億円となりました。

貸出金は、地域経済の活性化に向けて引き続き地域密着型金融を推進し、中堅・中小企業や個人のお客さまの

様々なニーズに的確かつ迅速にお応えするとともに、地方公共団体等からの資金のご要請にも積極的にお応えいた

しました。この結果、地方公共団体向け貸出や住宅ローンが増加したことから貸出金は期中１,０９４億円増加し

て当期末残高は３兆１,９８１億円となりました。

一方、有価証券は、ポートフォリオの効率性向上と収益基盤確立の観点から運用を行った結果、国債は減少しま

したがその他の証券（投資信託）等が増加したことから期中１,０４４億円増加して当期末残高は１兆７,９７９億

円となりました。

なお、純資産額は期中８２億円増加して当期末残高は２,４９８億円となり、これにより、単体ベースの１株当

たり純資産額は９３０円８１銭となりました。また、国内基準による単体自己資本比率［速報値］は９.１１％と

なりました。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当行では、銀行業の公共性に鑑み、適正な内部留保の充実により経営体質の強化を図りつつ、株主の皆さまへの

利益配分につきましても安定的な配当の継続を基本方針とするとともに、体力に応じて増配を実施するなど、常々

特段の配慮をしております。

当期の剰余金の配当につきましては、上記の基本方針を踏まえ安定的な利益還元という観点から１株当たり３円

50銭とし、中間配当金（１株当たり３円50銭）と合わせて１株当たり７円00銭とさせていただく予定であります。

また、内部留保資金につきましては、お客さまの利便性向上のための機械化や店舗設備等に投資するとともに、

効率的な資金運用により安定収益の確保に努め、より一層強固な経営体質を確立してまいる所存であります。

なお、次期配当につきましては、上記の基本方針に則り、中間配当、期末配当とも１株当たり３円50銭とさせて

いただき、年間配当金は１株当たり７円00銭とさせていただく予定であります。

（注）平成28年５月16日に公表いたしましたとおり、平成28年10月１日を効力発生日として、普通株式10株につき１株の割合で併合するこ

とを予定しておりますが、平成29年３月期（予想）の１株当たり年間配当金は、当該株式併合を勘案しておりません。当該株式併合が

期首に行われたと仮定した場合の普通株式１株当たりの年間配当金は70円となります。

２．企業集団の状況

当行及び当行の関係会社は、当行及び連結子会社１０社で構成され、銀行業務を中心に証券業務、リース業務

及び信用保証業務などの事業を行い、幅広い金融サービスを提供しております。

なお、当企業集団の事業の系統図は、次のとおりであります。
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当行は、創立80周年（平成26年）から90周年（平成36年）までの経営ビジョンを「活力創造銀行」として、営業

地域及び当行の活力を創造する銀行を目指しております。

具体的には既存エリアでのリレーションをさらに深化させるとともに、重点戦略エリアにおいて稠密な拠点展開

をさらに進め、規模の拡大等を通じた収益機会の創出を図っております。

また、銀行の活力創造を通じて、夢と誇りに溢れた企業風土の醸成に取り組んでおります。

本ビジョンを実現させていくため、平成26年４月から平成29年３月までの３年間を計画期間とする中期経営計画

「活力創造プラン」に基づき、５つの重点戦略のもと「収益力の強化」「効率的な経営」「強固で自己実現可能な

組織づくり」に強力に取り組んでおります。

　

（２）目標とする経営指標

上記（１）のとおり、平成26年４月からスタートさせた「活力創造プラン」では次の計数目標を掲げておりま

す。

目標とする経営指標 平成29年３月期（計画）

当期純利益 80億円以上

（３）中長期的な会社の経営戦略

当行は、経営の基本方針に基づき、次のとおり中期経営計画「活力創造プラン」の５つの重点戦略を進めており

ます。

Ⅰ．地域の活性化

・産業創造・育成、産官学金連携等を通じて地域の活性化を図る。

・コンサルティング機能を発揮して経営改善・事業再生に取り組む。
　

Ⅱ．収益基盤の確立

・既存エリアにおいては、お客さまとのリレーションを深化させることにより、確固たる収益基盤を拡充する。

・大阪府等の重点戦略地域においては拠点の連続性を基本に経営資源を積極的に投入することにより、コアエリ

アの拡大を図る。

・個々のライフステージに応じた商品・サービスを最適なタイミング・チャネルで提供していく。

・市場運用力の強化
　

Ⅲ．人材・組織の強化

・営業力を強化していくため、人材育成の仕組みを抜本的に見直す。

・適材適所の人員活用と適正な人事管理により、活力のある組織を醸成する。

・総合金融サービスの提供力を高めるため、グループ力の強化を図る。
　
Ⅳ．業務の生産性向上

・地域のマーケット特性に応じた営業態勢を構築することにより、生産性の向上を図る。

・業務プロセスの見直しにより、業務の効率化と営業力の強化を図る。
　

Ⅴ．内部管理態勢の強化

・ステークホルダーからの一層の信頼を得るためコンプライアンス態勢を強化する。

・リスク・リターンを考慮した各種リスク管理の高度化・充実を図る。
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（４）会社の対処すべき課題

当行を取り巻く環境は、他の金融機関との競争が激化するなか、日本銀行のマイナス金利政策の影響による資金

運用利回りの低下等、今後はさらに厳しい状況になるものと予想されます。

一方、我が国が直面する人口減少問題の克服や成長力の確保といった課題に対し、政府が策定した「まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」においては、国と地方のみならず、地域金融機関についても地方創生に向けた積極的な

協力や支援が期待されております。

こうした情勢のもと、当行が将来に亘り成長していくためには、地域・お客さま、株主の皆さま、従業員の満足

を高め、企業価値を高めていくことが重要となります。

当行は中期経営計画「活力創造プラン」に基づき、カスタマーセントリック（顧客中心主義）の考え方のもと、

地域に密着した活動を展開し、お客さまニーズに的確にお応えしてまいります。

また、産官学金労連携や産業創造・育成、経営改善・事業再生等に積極的に取り組むことにより、コアエリア

（地元）の地域力を創造する「活力創造銀行」を目指してまいります。

　

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当行グループは、当面、日本基準を採用する方針であります。

なお、ＩＦＲＳの適用につきましては、国内外の諸情勢を踏まえ適切に対応してまいります。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

資産の部

現金預け金 452,967 410,198

買入金銭債権 5,096 3,527

商品有価証券 230 362

金銭の信託 22,000 22,000

有価証券 1,693,517 1,797,411

貸出金 3,079,175 3,188,341

外国為替 5,918 3,754

リース債権及びリース投資資産 13,857 13,226

その他資産 23,651 33,834

有形固定資産 41,230 40,566

建物 11,726 11,401

土地 25,236 25,359

建設仮勘定 － 304

その他の有形固定資産 4,267 3,500

無形固定資産 5,157 4,697

ソフトウエア 4,583 4,145

その他の無形固定資産 573 552

繰延税金資産 1,386 1,314

支払承諾見返 10,963 10,191

貸倒引当金 △26,494 △23,818

資産の部合計 5,328,661 5,505,607

負債の部

預金 4,691,065 4,719,323

譲渡性預金 63,349 47,007

債券貸借取引受入担保金 134,855 233,648

借用金 116,122 189,724

外国為替 399 202

その他負債 34,877 19,182

退職給付に係る負債 14,753 27,248

睡眠預金払戻損失引当金 131 164

偶発損失引当金 946 851

繰延税金負債 9,878 6,349

支払承諾 10,963 10,191

負債の部合計 5,077,342 5,253,894
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

純資産の部

資本金 29,249 29,249

資本剰余金 18,813 26,075

利益剰余金 140,209 150,620

自己株式 △1,907 △1,864

株主資本合計 186,365 204,080

その他有価証券評価差額金 58,818 57,072

繰延ヘッジ損益 △668 △620

退職給付に係る調整累計額 △1,279 △8,956

その他の包括利益累計額合計 56,870 47,496

新株予約権 146 136

非支配株主持分 7,935 －

純資産の部合計 251,318 251,712

負債及び純資産の部合計 5,328,661 5,505,607
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

経常収益 81,672 75,856

資金運用収益 54,835 53,376

貸出金利息 36,452 34,734

有価証券利息配当金 17,873 17,927

コールローン利息及び買入手形利息 99 89

預け金利息 215 457

その他の受入利息 193 167

役務取引等収益 18,375 17,804

その他業務収益 4,729 1,092

その他経常収益 3,732 3,583

償却債権取立益 678 369

その他の経常収益 3,054 3,213

経常費用 63,811 61,508

資金調達費用 3,766 3,795

預金利息 2,512 2,292

譲渡性預金利息 99 112

コールマネー利息及び売渡手形利息 1 0

債券貸借取引支払利息 229 733

借用金利息 247 351

社債利息 318 －

その他の支払利息 358 303

役務取引等費用 9,063 8,834

その他業務費用 883 1,483

営業経費 47,723 45,139

その他経常費用 2,374 2,256

貸倒引当金繰入額 563 362

その他の経常費用 1,811 1,894

経常利益 17,860 14,347

特別利益 197 560

固定資産処分益 197 560

特別損失 46 77

固定資産処分損 34 77

減損損失 11 －

税金等調整前当期純利益 18,012 14,831

法人税、住民税及び事業税 1,130 898

法人税等調整額 6,421 1,469

法人税等合計 7,552 2,367

当期純利益 10,459 12,463

非支配株主に帰属する当期純利益 585 303

親会社株主に帰属する当期純利益 9,874 12,159
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当期純利益 10,459 12,463

その他の包括利益 22,436 △9,382

その他有価証券評価差額金 19,247 △1,753

繰延ヘッジ損益 91 47

退職給付に係る調整額 3,097 △7,676

包括利益 32,895 3,080

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 32,295 2,784

非支配株主に係る包括利益 600 295
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 29,249 18,813 132,594 △1,918 178,739

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△377 △377

会計方針の変更を反映

した当期首残高
29,249 18,813 132,216 △1,918 178,362

当期変動額

剰余金の配当 △1,877 △1,877

親会社株主に帰属す

る当期純利益
9,874 9,874

自己株式の取得 △11 △11

自己株式の処分 △3 21 18

利益剰余金から資本

剰余金への振替
3 △3 －

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 － － 7,992 10 8,003

当期末残高 29,249 18,813 140,209 △1,907 186,365

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 39,585 △760 △4,376 34,448 123 7,336 220,648

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△377

会計方針の変更を反映

した当期首残高
39,585 △760 △4,376 34,448 123 7,336 220,271

当期変動額

剰余金の配当 △1,877

親会社株主に帰属す

る当期純利益
9,874

自己株式の取得 △11

自己株式の処分 18

利益剰余金から資本

剰余金への振替
－

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

19,232 91 3,097 22,421 22 598 23,043

当期変動額合計 19,232 91 3,097 22,421 22 598 31,047

当期末残高 58,818 △668 △1,279 56,870 146 7,935 251,318
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当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 29,249 18,813 140,209 △1,907 186,365

当期変動額

剰余金の配当 △1,743 △1,743

親会社株主に帰属す

る当期純利益
12,159 12,159

自己株式の取得 △8 △8

自己株式の処分 △5 51 45

利益剰余金から資本

剰余金への振替
5 △5 －

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

7,261 7,261

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 － 7,261 10,410 42 17,714

当期末残高 29,249 26,075 150,620 △1,864 204,080

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 58,818 △668 △1,279 56,870 146 7,935 251,318

当期変動額

剰余金の配当 △1,743

親会社株主に帰属す

る当期純利益
12,159

自己株式の取得 △8

自己株式の処分 45

利益剰余金から資本

剰余金への振替
－

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

7,261

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△1,745 47 △7,676 △9,374 △10 △7,935 △17,320

当期変動額合計 △1,745 47 △7,676 △9,374 △10 △7,935 394

当期末残高 57,072 △620 △8,956 47,496 136 － 251,712
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 18,012 14,831

減価償却費 4,526 4,006

減損損失 11 －

貸倒引当金の増減（△） 179 △2,676

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 10 1,509

睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） △19 33

偶発損失引当金の増減（△） △251 △94

資金運用収益 △54,835 △53,376

資金調達費用 3,766 3,795

有価証券関係損益（△） △5,789 △2,353

金銭の信託の運用損益（△は運用益） △304 35

為替差損益（△は益） △40,491 25,042

固定資産処分損益（△は益） △162 △483

貸出金の純増（△）減 △107,016 △109,166

預金の純増減（△） 105,708 28,257

譲渡性預金の純増減（△） △14,182 △16,342

借用金の純増減（△） 30,733 73,602

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △257 △343

コールローン等の純増（△）減 313 1,569

債券貸借取引受入担保金の純増減（△） △6,745 98,793

外国為替（資産）の純増（△）減 △3,853 2,163

外国為替（負債）の純増減（△） 202 △197

リース債権及びリース投資資産の純増（△）
減

892 506

資金運用による収入 60,990 56,550

資金調達による支出 △5,061 △3,930

その他 9,216 △25,912

小計 △4,406 95,820

法人税等の支払額 △1,426 △943

法人税等の還付額 9 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,822 94,877
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △625,395 △528,866

有価証券の売却による収入 671,475 140,152

有価証券の償還による収入 234,290 255,828

金銭の信託の増加による支出 △5 △196

金銭の信託の減少による収入 310 160

有形固定資産の取得による支出 △1,930 △2,179

有形固定資産の売却による収入 493 1,200

無形固定資産の取得による支出 △1,534 △1,281

その他 △21 △95

投資活動によるキャッシュ・フロー 277,682 △135,277

財務活動によるキャッシュ・フロー

劣後特約付社債の償還による支出 △20,000 －

配当金の支払額 △1,878 △1,745

非支配株主への配当金の支払額 △1 △1

自己株式の取得による支出 △11 △8

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取
得による支出

－ △967

その他 0 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △21,890 △2,722

現金及び現金同等物に係る換算差額 17 9

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 249,986 △43,113

現金及び現金同等物の期首残高 200,655 450,641

現金及び現金同等物の期末残高 450,641 407,527

決算短信（宝印刷） 2016年05月12日 15時25分 14ページ（Tess 1.50(64) 20160126_01）

㈱南 都 銀 行（8367）平成28年３月期決算短信

－14－



（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(会計方針の変更)

（「企業結合に関する会計基準」等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当行の持分変動によ

る差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に

変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定に

よる取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更いたし

ます。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っておりま

す。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については、連結財務諸表の組替えを行っております。

当連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得また

は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載し、連結範囲

の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得または売却に関連し

て生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載しております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-2項（4）、連結会計基準第44-5項（4）及び事業

分離等会計基準第57-4項（4）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわた

って適用しております。

この結果、当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は７,２６８百万円減少しております。また、当連結会計

年度末の資本剰余金が７,２６１百万円増加しております。

当連結会計年度の連結株主資本等変動計算書の資本剰余金の期末残高は７,２６１百万円増加しております。

なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。

　

(企業結合等関係)

（共通支配下の取引等）

子会社株式の追加取得

１ 取引の概要

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称 事業の内容

南都信用保証株式会社 信用保証業務

南都リース株式会社 リース業務

南都コンピュータサービス株式会社 ソフトウエア開発等業務

南都投資顧問株式会社 投資顧問業務

南都ディーシーカード株式会社 クレジットカード業務

南都カードサービス株式会社 クレジットカード業務
　
(2) 企業結合日

平成27年９月30日
　
(3) 企業結合の法的形式

非支配株主からの株式取得
　
(4) 結合後企業の名称

変更ありません。
　
(5) その他取引の概要に関する事項

当行では、平成26年４月から平成29年３月までの３年間を計画期間とする中期経営計画「活力創造プラン」

における重点戦略の一つである「グループ力の強化」を推し進めることを目的として、非支配株主が保有する

株式を取得し、当行グループ内の持分比率を100％に引き上げました。
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２ 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日）に基づき、共通支配下

の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。

　

３ 子会社株式を追加取得した場合に掲げる事項

被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金預け金 ９６７百万円

取得の原価 ９６７百万円
　

４ 非支配株主との取引に係る当行の持分変動に関する事項

(1) 資本剰余金の主な変動要因

子会社株式の追加取得
　
(2) 非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額

７,２６１百万円

(セグメント情報)

当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

１ 報告セグメントの概要

当行の報告セグメントは、当行グループ（当行及び連結子会社）の構成単位のうち分離された財務情報が入手可

能であり、取締役会等が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。

当行グループは銀行業務を中心に証券業務、リース業務、信用保証業務及びクレジットカード業務などの金融サ

ービスの提供を事業活動として行っております。

従いまして、当行グループは金融業におけるサービス別のセグメントから構成されており、「銀行・証券業務」

及び「リース業務」の２つを報告セグメントとしております。

「銀行・証券業務」は銀行業及び証券業を、「リース業務」はリース業を行っております。
　

２ 報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益は、第三者間取引価格に基づいております。
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３ 報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報
　

（単位：百万円）

報告セグメント

その他 合計 調整額
連結財務諸表

計上額銀行・証券
業務

リース業務 計

経常収益

外部顧客に対する
経常収益

68,256 5,633 73,890 1,894 75,784 72 75,856

セグメント間の
内部経常収益

304 936 1,240 2,217 3,458 △3,458 ―

計 68,560 6,569 75,130 4,112 79,243 △3,386 75,856

セグメント利益 13,101 189 13,290 1,068 14,359 △11 14,347

セグメント資産 5,494,616 21,912 5,516,528 17,564 5,534,093 △28,485 5,505,607

セグメント負債 5,244,740 19,008 5,263,749 8,649 5,272,398 △18,503 5,253,894

その他の項目

減価償却費 3,725 156 3,881 85 3,967 39 4,006

資金運用収益 53,424 2 53,427 46 53,473 △97 53,376

資金調達費用 3,796 137 3,934 15 3,949 △154 3,795

特別利益 560 51 612 645 1,257 △696 560

特別損失 76 0 76 0 77 ― 77

税金費用 1,878 78 1,957 351 2,308 59 2,367

有形固定資産及び
無形固定資産の
増加額

3,239 192 3,431 83 3,515 △54 3,461

(注) １ 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、経常収益と連
結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載しております。

２ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、信用保証業務、不動産賃貸・
管理業務、ソフトウエア開発等業務及びクレジットカード業務等を含んでおります。

３ 調整額は次のとおりであります。
（1）外部顧客に対する経常収益の調整額72百万円は、主に「その他」の償却債権取立益であります。
（2）セグメント利益の調整額△11百万円は、セグメント間の取引消去に伴うものであります。
（3）セグメント資産の調整額△28,485百万円は、セグメント間の取引消去であります。
（4）セグメント負債の調整額△18,503百万円は、セグメント間の取引消去及び退職給付に係る負債の調整額で

あります。
（5）減価償却費の調整額39百万円は、セグメント間の取引消去に伴うものであります。
（6）資金運用収益の調整額△97百万円は、セグメント間の取引消去であります。
（7）資金調達費用の調整額△154百万円は、セグメント間の取引消去であります。
（8）特別利益の調整額△696百万円は、セグメント間の取引消去であります。
（9）税金費用の調整額59百万円は、セグメント間の取引消去に伴うものであります。
（10）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△54百万円は、セグメント間の取引により発生したもの

であります。
４ セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

１株当たり純資産額 937円66銭

１株当たり当期純利益金額 45円32銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 45円26銭

　
(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

純資産の部の合計額 百万円 251,712

純資産の部の合計額から控除する金額 百万円 136

（うち新株予約権） 百万円 (136)

（うち非支配株主持分） 百万円 (―)

普通株式に係る期末の純資産額 百万円 251,576

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の
普通株式の数

千株 268,301

　
２ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおり

であります。

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 12,159

普通株主に帰属しない金額 百万円 ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 12,159

普通株式の期中平均株式数 千株 268,282

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益調整額 百万円 ―

普通株式増加数 千株 366

（うち新株予約権） 千株 (366)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在
株式の概要

―

　
３ 「会計方針の変更」に記載のとおり、企業結合会計基準等を当連結会計年度から適用し、企業結合会計基

準第58-2項（4）、連結会計基準第44-5項（4）及び事業分離等会計基準第57-4項（4）に定める経過的な取

扱いに従っております。

この結果、当連結会計年度の１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

は、それぞれ27円06銭及び27円02銭減少しております。

なお、１株当たり純資産額に与える影響はありません。

　

(重要な後発事象)

当行は、平成28年５月16日開催の取締役会において、平成28年６月29日開催予定の第128期定時株主総会に、株式

併合について付議することを決議いたしました。

詳細につきましては、本日（平成28年５月16日）別途開示いたしました「単元株式数の変更、株式併合及び定款一

部変更に関するお知らせ」をご覧ください。
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６．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(平成27年３月31日)

当事業年度
(平成28年３月31日)

資産の部

現金預け金 452,958 410,176

現金 45,519 43,098

預け金 407,439 367,077

買入金銭債権 5,096 3,527

商品有価証券 230 362

商品国債 189 281

商品地方債 41 81

金銭の信託 22,000 22,000

有価証券 1,693,491 1,797,926

国債 887,653 746,433

地方債 174,865 191,328

社債 104,567 156,073

株式 99,763 90,327

その他の証券 426,641 613,764

貸出金 3,088,713 3,198,175

割引手形 19,939 20,006

手形貸付 70,010 62,788

証書貸付 2,661,878 2,801,206

当座貸越 336,884 314,174

外国為替 5,918 3,754

外国他店預け 5,714 3,546

買入外国為替 31 44

取立外国為替 173 164

その他資産 16,707 25,585

前払費用 210 244

未収収益 6,177 6,162

先物取引差入証拠金 － 122

金融派生商品 4,832 14,231

その他の資産 5,488 4,824

有形固定資産 40,377 39,702

建物 10,974 10,637

土地 25,144 25,268

リース資産 1,287 1,448

建設仮勘定 － 304

その他の有形固定資産 2,970 2,042

無形固定資産 4,755 4,301

ソフトウエア 3,857 3,553

リース資産 302 225

その他の無形固定資産 596 522

支払承諾見返 10,963 10,191

貸倒引当金 △23,538 △21,087

資産の部合計 5,317,675 5,494,616
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成27年３月31日)

当事業年度
(平成28年３月31日)

負債の部

預金 4,702,444 4,730,202

当座預金 127,320 117,832

普通預金 2,193,671 2,253,911

貯蓄預金 26,181 24,984

通知預金 3,338 2,069

定期預金 2,253,694 2,235,677

その他の預金 98,236 95,726

譲渡性預金 67,759 51,557

債券貸借取引受入担保金 134,855 233,648

借用金 107,911 181,342

借入金 107,911 181,342

外国為替 399 202

売渡外国為替 253 52

未払外国為替 146 149

その他負債 27,559 12,197

未決済為替借 44 15

未払法人税等 52 5

未払費用 4,349 4,203

前受収益 995 943

金融派生商品 17,895 3,099

リース債務 1,487 1,587

資産除去債務 423 427

その他の負債 2,312 1,914

退職給付引当金 12,633 14,110

睡眠預金払戻損失引当金 131 164

偶発損失引当金 946 851

繰延税金負債 10,491 10,272

支払承諾 10,963 10,191

負債の部合計 5,076,096 5,244,740

純資産の部

資本金 29,249 29,249

資本剰余金 18,813 18,813

資本準備金 18,813 18,813

利益剰余金 137,137 147,095

利益準備金 13,257 13,257

その他利益剰余金 123,880 133,838

別途積立金 113,540 121,140

繰越利益剰余金 10,340 12,698

自己株式 △1,907 △1,864

株主資本合計 183,293 193,294

その他有価証券評価差額金 58,807 57,065

繰延ヘッジ損益 △668 △620

評価・換算差額等合計 58,138 56,444

新株予約権 146 136

純資産の部合計 241,579 249,875

負債及び純資産の部合計 5,317,675 5,494,616

決算短信（宝印刷） 2016年05月12日 15時25分 20ページ（Tess 1.50(64) 20160126_01）

㈱南 都 銀 行（8367）平成28年３月期決算短信

－20－



（２）損益計算書

(単位：百万円)
前事業年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

経常収益 73,792 68,560

資金運用収益 54,892 53,424

貸出金利息 36,512 34,785

有価証券利息配当金 17,871 17,925

コールローン利息 99 89

預け金利息 215 457

その他の受入利息 192 167

役務取引等収益 10,379 10,381

受入為替手数料 2,718 2,705

その他の役務収益 7,660 7,675

その他業務収益 4,729 1,092

外国為替売買益 302 263

商品有価証券売買益 5 5

国債等債券売却益 4,421 823

その他の業務収益 0 0

その他経常収益 3,791 3,662

償却債権取立益 578 296

株式等売却益 1,515 1,846

金銭の信託運用益 307 52

その他の経常収益 1,389 1,466

経常費用 57,413 55,459

資金調達費用 3,764 3,796

預金利息 2,513 2,293

譲渡性預金利息 102 116

コールマネー利息 1 0

債券貸借取引支払利息 229 733

借用金利息 171 290

社債利息 318 －

金利スワップ支払利息 360 302

その他の支払利息 66 58

役務取引等費用 4,130 4,249

支払為替手数料 527 526

その他の役務費用 3,603 3,723

その他業務費用 883 1,483

国債等債券売却損 146 0

金融派生商品費用 736 1,483

営業経費 46,493 44,010

その他経常費用 2,142 1,918

貸倒引当金繰入額 1,007 594

貸出金償却 1,002 761

株式等売却損 － 158

株式等償却 0 158

金銭の信託運用損 2 88

その他の経常費用 129 157

経常利益 16,379 13,101
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(単位：百万円)
前事業年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

特別利益 279 560

固定資産処分益 197 560

関係会社清算益 82 －

特別損失 45 76

固定資産処分損 33 76

減損損失 11 －

税引前当期純利益 16,614 13,585

法人税、住民税及び事業税 830 490

法人税等調整額 6,031 1,388

法人税等合計 6,861 1,878

当期純利益 9,752 11,706
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 29,249 18,813 － 18,813 13,257 107,840 8,546 129,643

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△377 △377

会計方針の変更を反映

した当期首残高
29,249 18,813 － 18,813 13,257 107,840 8,168 129,266

当期変動額

剰余金の配当 △1,877 △1,877

当期純利益 9,752 9,752

別途積立金の積立 5,700 △5,700 －

自己株式の取得

自己株式の処分 △3 △3

利益剰余金から資本

剰余金への振替
3 3 △3 △3

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 － － － － － 5,700 2,171 7,871

当期末残高 29,249 18,813 － 18,813 13,257 113,540 10,340 137,137

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △1,918 175,789 39,576 △760 38,816 123 214,730

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△377 △377

会計方針の変更を反映

した当期首残高
△1,918 175,411 39,576 △760 38,816 123 214,352

当期変動額

剰余金の配当 △1,877 △1,877

当期純利益 9,752 9,752

別途積立金の積立 － －

自己株式の取得 △11 △11 △11

自己株式の処分 21 18 18

利益剰余金から資本

剰余金への振替
－ －

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

19,230 91 19,321 22 19,344

当期変動額合計 10 7,882 19,230 91 19,321 22 27,226

当期末残高 △1,907 183,293 58,807 △668 58,138 146 241,579
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当事業年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 29,249 18,813 － 18,813 13,257 113,540 10,340 137,137

当期変動額

剰余金の配当 △1,743 △1,743

当期純利益 11,706 11,706

別途積立金の積立 7,600 △7,600 －

自己株式の取得

自己株式の処分 △5 △5

利益剰余金から資本

剰余金への振替
5 5 △5 △5

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 － － － － － 7,600 2,357 9,957

当期末残高 29,249 18,813 － 18,813 13,257 121,140 12,698 147,095

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △1,907 183,293 58,807 △668 58,138 146 241,579

当期変動額

剰余金の配当 △1,743 △1,743

当期純利益 11,706 11,706

別途積立金の積立 － －

自己株式の取得 △8 △8 △8

自己株式の処分 51 45 45

利益剰余金から資本

剰余金への振替
－ －

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△1,741 47 △1,693 △10 △1,704

当期変動額合計 42 10,000 △1,741 47 △1,693 △10 8,296

当期末残高 △1,864 193,294 57,065 △620 56,444 136 249,875
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７．その他 

役員の異動（平成 28 年６月 29 日付） 
 
（１）代表者の異動 

    該当ありません。 

 

（２）その他役員の異動 

  ①新任取締役候補 

    中川
なかがわ

 洋
ひろし

   （現 一般社団法人全国地方銀行協会 常務理事 

             現 三愛石油株式会社 社外監査役） 

    北村
きたむら

 又
また

左
ざ

衞
え

門
もん

（現 北村林業株式会社 代表取締役社長） 
 
    ※中川 洋氏、北村 又左衞門氏は、社外取締役の候補者であります。 
     なお、中川 洋氏は、平成 28 年６月 15 日付で一般社団法人全国地方銀行協会 

常務理事を退任の予定であります。 

 

②退任予定取締役 

    西口
にしぐち

 廣宗
ひろむね

  （現 取締役相談役、相談役として留任予定） 

    半田
は ん だ

 
たか

雄
お

  （現 取締役執行役員、監査役（常勤）に就任予定） 

    近藤
こんどう

 朗
あきら

   （現 取締役執行役員、執行役員として留任予定） 

    西川
にしかわ

 惠造
けいぞう

  （現 取締役執行役員、執行役員として留任予定） 

中室
なかむろ

 和臣
かずおみ

  （現 取締役執行役員、執行役員として留任予定） 

    阪井
さ か い

 紘
ひろ

行
ゆき

  （現 取締役（社外取締役）） 

 

③新任監査役候補 

半田
は ん だ

 
たか

雄
お

  （現 取締役執行役員、監査役（常勤）に就任予定） 

 

  ④退任予定監査役 

    羽山
は や ま

 太郎
た ろ う

  （現 監査役（常勤）） 
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Ⅰ.　平成２８年３月期決算の状況
　【要旨】

 　１. 損益の状況【単体】

（単位：百万円）

２７年３月期比

1 55,380 △ 5,857 61,238

2 49,640 △ 1,503 51,143

3 う ち 貸 出 金 利 息 34,785 △ 1,726 36,512

4 う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 17,925 53 17,871

5 う ち 預 金 利 息 2,293 △ 219 2,513

6 う ち 借 用 金 利 息 290 119 171

7 6,131 △ 117 6,248

8 △ 390 △ 4,237 3,846

9 う ち 国 債 等 債 券 損 益 823 △ 3,450 4,274

10 う ち 金 融 派 生 商 品 費 用 1,483 746 736

11 43,275 △ 1,843 45,119

12 12,105 △ 4,013 16,119

13 11,281 △ 562 11,844

14 △ 3,702 △ 5,470 1,768

15 15,807 1,456 14,350

16 △ 2,705 △ 4,733 2,028

17 1,529 14 1,515

18 5,092 4,784 308

19 296 △ 281 578

20 13,101 △ 3,277 16,379

21 483 248 234

22 13,585 △ 3,028 16,614

23 1,878 △ 4,982 6,861
24 11,706 1,954 9,752

25 1,094 △ 403 1,497

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２７年３月期２８年３月期

業 務 粗 利 益

う ち 不 良 債 権 処 理 額

特 別 損 益

う ち 償 却 債 権 取 立 益

経 常 利 益

そ の 他 業 務 利 益

経 費

資 金 利 益

役 務 取 引 等 利 益

業務純益(一般貸倒引当金繰入前）

与 信 関 連 費 用

税 引 前 当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

法 人 税 等 合 計

コ ア 業 務 純 益

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

業 務 純 益

臨 時 損 益

う ち 株 式 等 損 益

・ 「コア業務純益」は、経費が減少したものの資金利益が減少したことや、金融派生商品費用が増加した
ことから前期比５億円減少して１１２億円となりましたが、「業務純益」は、国債等債券損益が減少した
ものの一般貸倒引当金繰入額が減少したことから前期比１４億円増加して１５８億円となりました。

・ 「経常利益」は、業務純益が増加したものの不良債権処理額が増加したことから前期比３２億円減少して

１３１億円となりましたが、「当期純利益」は税金関連費用が減少しましたので前期比１９億円増加して

１１７億円となりました。
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 ２. 主要勘定の状況【単体】

①預金等

　

（単位：億円）

２７年９月末比 ２７年３月末比

1 47,817 △ 334 115 48,152 47,702

2 47,302 △ 220 277 47,522 47,024

3 う ち 個 人 預 金 36,254 181 241 36,072 36,012

4 う ち 法 人 預 金 8,860 △ 116 149 8,976 8,710

5 う ち 公 金 預 金 2,076 △ 220 △ 32 2,297 2,108
6 515 △ 114 △ 162 629 677

7 48,812 △ 140 1,479 48,952 47,332

8 47,672 △ 53 1,445 47,725 46,226
9 1,140 △ 87 34 1,227 1,105

 預金等＝預金＋譲渡性預金

②貸出金

（単位：億円）

２７年９月末比 ２７年３月末比

10 31,981 776 1,094 31,205 30,887

11 9,898 126 238 9,772 9,660

12 う ち 住 宅 ロ ー ン 8,830 162 254 8,668 8,576
13 31,091 315 1,256 30,776 29,835

14 19,394 389 474 19,004 18,920（ご参考）中小企業等貸出金（末残）

２７年３月末２７年９月末２８年３月末

預 金

預 金 等 （ 末 残 ）

２８年３月末 ２７年９月末

貸 出 金 （ 平 残 ）

貸 出 金 （ 末 残 ）

う ち 消 費 者 ロ ー ン

２７年３月末

譲 渡 性 預 金

預 金 等 （ 平 残 ）

預 金

譲 渡 性 預 金
(注)

47,024

47,522
47,302

46,000

47,000

48,000

２７年３月末 ２７年９月末 ２８年３月末

億円 預金（末残）

677
629

515

400

600

800

２７年３月末 ２７年９月末 ２８年３月末

億円 譲渡性預金（末残）

30,887
31,205

31,981

29,000

31,000

33,000

２７年３月末 ２７年９月末 ２８年３月末

億円 貸出金（末残）

8,576
8,668

8,830

8,000

8,500

9,000

２７年３月末 ２７年９月末 ２８年３月末

億円 住宅ローン（末残）

・ 預金は、個人預金や法人預金が堅調に推移したことから27年3月末比２７７億円増加して、
28年3月末残高は４兆７,３０２億円となりました。

・ 譲渡性預金は、一般法人等からのお預け入れが減少したことから27年3月末比１６２億円減少
して、28年3月末残高は５１５億円となりました。

・ 貸出金は、地方公共団体向け貸出や住宅ローンが増加したことから27年3月末比１,０９４億円増加
して、28年3月末残高は３兆１,９８１億円となりました。
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③預かり資産

（単位：億円）

２７年９月末比 ２７年３月末比

1 1,837 △ 16 △ 178 1,853 2,015

2 96 △ 4 △ 14 101 111

3 293 △ 60 △ 150 354 444
4 1,446 49 △ 12 1,397 1,459

２７年３月期比

5 933 △ 98 1,031

6 576 △ 49 626
7 356 △ 48 404

個 人 預 か り 資 産

外 貨 預 金

投 資 信 託

預 か り 資 産 販 売 額

投 資 信 託

生 命 保 険

２８年３月期 ２７年３月期

２８年３月末

公 共 債

２７年９月末 ２７年３月末

2,015

1,853 1,837

1,300

1,600

1,900

2,200

２７年３月末 ２７年９月末 ２８年３月末

億円 個人預かり資産残高

1,031
933

300

600

900

1,200

２７年３月期 ２８年３月期

億円 預かり資産販売額

・ 個人預かり資産につきましては、公共債等が減少したことから27年3月末比１７８億円減少して、

28年3月末残高は１,８３７億円となりました。

・ 預かり資産販売額につきましては、投資信託・生命保険がともに減少したことから27年3月期比

９８億円減少して、28年3月期の販売額は９３３億円となりました。
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　３. 自己資本比率（国内基準）の状況

【単体】
（単位：億円）

２８年３月末 ２７年９月末 ２７年３月末

［速報値］ ２７年９月末比 ２７年３月末比

1 9.11% △ 0.21 △ 0.18 9.32% 9.29%
2 （ A ） 2,001 27 60 1,973 1,940
3 （ Ｂ ） 11 6 5 5 6
4 1,989 21 55 1,967 1,934
5 21,811 698 1,003 21,113 20,808
6 872 27 40 844 832

【連結】
（単位：億円）

２８年３月末 ２７年９月末 ２７年３月末

［速報値］ ２７年９月末比 ２７年３月末比

7 9.36% △ 0.39 △ 0.36 9.75% 9.72%
8 （ A ） 2,082 △ 2 32 2,085 2,050
9 （ Ｂ ） 13 6 6 6 7

10 2,069 △ 9 26 2,078 2,043
11 22,097 789 1,079 21,307 21,017
12 883 31 43 852 840

　４. 有価証券の評価損益の状況【単体】

（単位：百万円）

２７年９月末比 ２７年３月末比

13 77,971 5,329 △ 3,402 72,641 81,373
14 33,052 △ 7,849 △ 11,684 40,901 44,737
15 32,240 5,964 5,628 26,276 26,612
16 12,678 7,214 2,654 5,463 10,023

自己資本の額（Ａ）－（Ｂ）
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等

自己資本の額（Ａ）－（Ｂ）
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等
総 所 要 自 己 資 本 額

総 所 要 自 己 資 本 額

自 己 資 本 比 率

コア資本に係る基礎項目

コア資本に係る調整項目

２７年３月末２８年３月末

自 己 資 本 比 率

そ の 他

２７年９月末

債 券

有 価 証 券 評 価 損 益
株 式

コア資本に係る基礎項目

コア資本に係る調整項目

・ 28年3月末の自己資本比率は、貸出金等の増加によりリスク・アセット等が増加したことから、
単体ベースが９.１１％、連結ベースが９.３６％にそれぞれなりました。

・ 28年3月末の有価証券評価損益は、株式の評価益が減少したこと等から27年3月末比３４億円減少して
７７９億円となりました。
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 ５. 不良債権の状況【単体】

　

＜金融再生法開示債権＞ （単位：億円）

２７年９月末比 ２７年３月末比

1 58 4 7 54 51

2 580 15 △ 12 564 593

3 100 △ 21 △ 54 122 155

4 (a) 739 △ 1 △ 60 741 800

5 31,418 785 1,164 30,632 30,253

6 (b) 32,157 783 1,104 31,374 31,053

7 (a)÷(b) 2.30% △ 0.06 △ 0.27 2.36% 2.57%

＜保全状況：２８年３月末＞ （単位：億円）

8 (c) 58 580 100 739

9 (d) 58 522 43 624

10 (d)÷(c) 100% 90.0% 42.9% 84.4%

破産更生債権及び
これらに準ずる債権 合計要管理債権危険債権

小　　　　計

保 全 率

保 全 額

合　　　　計

正 常 債 権

開 示 債 権 比 率

債 権 額

２７年３月末２７年９月末２８年３月末

破 産 更 生 債 権 及 び
こ れ ら に 準 ず る 債 権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

51 54 58

593 564 580

155 122 100

2.57%

2.36%
2.30%

1.30%

1.80%

2.30%

2.80%

0

500

1,000

1,500

２７年３月末 ２７年９月末 ２８年３月末

億円 金融再生法開示債権額・比率の推移

破産更生債権及び

これらに準ずる債権

危険債権 要管理債権 開示債権比率

・ 28年3月末の金融再生法開示債権額は、27年3月末比６０億円減少して７３９億円となり、また、

開示債権比率も同じく０．２７ポイント低下して２．３０％となりました。

・ なお、担保・保証及び貸倒引当金による金融再生法開示債権に対する保全率は、合計では

８４．４％となり、高い水準を維持しております。

800
741 739
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 ６. 損益状況【連結】

（単位：百万円）

1 経常収益

2 経常利益

3 親会社株主に帰属する当期純利益

4 包括利益

 ７. 業績予想

①単体 （単位：百万円）

２８年３月期比 ２７年９月期比

5 業務純益 12,300 △ 3,507 6,000 △ 1,510 15,807 7,510

6 経常利益 14,200 1,098 7,200 △ 457 13,101 7,657

7 当期（中間）純利益 10,000 △ 1,706 5,000 △ 296 11,706 5,296

②連結

8 経常利益 14,400 52 7,200 △ 1,120 14,347 8,320

9 親会社株主に帰属する当期(中間)純利益 10,000 △ 2,159 5,000 △ 393 12,159 5,393

 ８. １株当たり配当状況 【単体】

10 ２７年３月期 4円00銭 3円00銭 7円00銭

11 ２８年３月期 3円50銭 （予想） 3円50銭 （予想） 7円00銭

12 ２９年３月期 （予想） 3円50銭 （予想） 3円50銭 （予想） 7円00銭
（注） 平成28年５月16日に公表いたしましたとおり、平成28年10月１日を効力発生日として、普通株式10株につき１株の割合で併合する

ことを予定しておりますが、平成29年３月期（予想）の１株当たり年間配当金は、当該株式併合を勘案しておりません。当該株式併合

が期首に行われたと仮定した場合の普通株式１株当たりの年間配当金は70円となります。

２８年３月期 ２７年３月期

14,347

12,159

△ 5,815

△ 3,512

2,285

２７年３月期比

△ 29,815 32,895

81,672

3,080

17,860

9,874

75,856

中間 期末 年間

２９年３月期 ２８年９月期 ２７年９月期２８年３月期

・ 平成28年度の業績予想につきましては、単体ベースの当期純利益は１００億円を見込んでおります。
また、連結ベースの親会社株主に帰属する当期純利益につきましても、１００億円を見込んでおります。

・ 28年３月期の期末配当金につきましては、当初公表のとおり１株当たり３円50銭とし、中間配当金
（１株当たり３円50銭）と合わせて年間配当金は１株当たり７円00銭とさせていただく予定であります。

・ また、29年３月期の配当金につきましては、中間配当、期末配当とも１株当たり３円50銭とさせて
いただき、年間配当金は１株当たり７円00銭とさせていただく予定であります。
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Ⅱ.　平成２８年３月期決算の概況
　　１．損益状況  【単体】 （単位：百万円）

２７年３月期比
1 55,380 △ 5,857 61,238
2 54,557 △ 2,406 56,964
3 49,640 △ 1,503 51,143
4 6,131 △ 117 6,248
5 △ 390 △ 4,237 3,846
6 823 △ 3,450 4,274
7 50,634 △ 4,058 54,693
8 50,164 △ 2,433 52,598
9 44,079 △ 2,281 46,361

10 6,129 △ 101 6,230
11 425 △ 1,675 2,101
12 う ち 国 債 等 債 券 損 益 469 △ 1,625 2,095
13 4,746 △ 1,798 6,544
14 4,392 26 4,365
15 5,560 778 4,782
16 2 △ 15 18
17 △ 816 △ 2,561 1,744
18 う ち 国 債 等 債 券 損 益 353 △ 1,825 2,178
19 43,275 △ 1,843 45,119
20 25,509 △ 274 25,784
21 15,709 △ 1,577 17,286
22 2,056 8 2,048
23 12,105 △ 4,013 16,119
24 11,281 △ 562 11,844
25 △ 3,702 △ 5,470 1,768
26 15,807 1,456 14,350
27 823 △ 3,450 4,274
28 △ 2,705 △ 4,733 2,028
29 1,529 14 1,515
30 5,092 4,784 308
31 761 △ 241 1,002
32 4,296 5,057 △ 760
33 35 △ 12 47
34 ― △ 18 18
35 296 △ 281 578
36 560 318 242
37 13,101 △ 3,277 16,379
38 483 248 234
39 483 320 163
40 ― △ 11 11
41 ― △ 82 82
42 13,585 △ 3,028 16,614
43 490 △ 340 830
44 1,388 △ 4,642 6,031
45 1,878 △ 4,982 6,861
46 11,706 1,954 9,752

47 1,094 △ 403 1,497

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

減 損 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 合 計

関 係 会 社 清 算 益

特 別 損 益
固 定 資 産 処 分 損 益

不 良 債 権 処 理 額
貸 出 金 償 却
個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 の 債 権 売 却 損 等
偶 発 損 失 引 当 金 繰 入 額

償 却 債 権 取 立 益

資 金 利 益
役 務 取 引 等 利 益
そ の 他 業 務 利 益

経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ）
人 件 費

株 式 等 損 益 （ 三 勘 定 尻 ）
臨 時 損 益

う ち 国 債 等 債 券 損 益

除 く 国 債 等 債 券 損 益
資 金 利 益
役 務 取 引 等 利 益
そ の 他 業 務 利 益

国 際 業 務 粗 利 益
除 く 国 債 等 債 券 損 益

そ の 他 業 務 利 益
う ち 国 債 等 債 券 損 益

２７年３月期２８年３月期

業 務 粗 利 益
除 く 国 債 等 債 券 損 益 ( 五 勘 定 尻 )

資 金 利 益
役 務 取 引 等 利 益

国 内 業 務 粗 利 益

与 信 関 連 費 用

物 件 費
税 金

そ の 他 臨 時 損 益
経 常 利 益

業務純益（一般貸倒引当金繰入前）
除く国債等債券損益（コア業務純益）

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額
業 務 純 益
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　【連結】

≪連結損益計算書ベース≫ （単位：百万円）

２７年３月期比

1 58,160 △ 6,065 64,226

2 49,581 △ 1,487 51,068

3 8,970 △ 341 9,311

4 △ 390 △ 4,237 3,846

5 45,139 △ 2,584 47,723

6 1,330 △ 456 1,786

7 933 △ 242 1,176

8 △ 3,820 △ 5,218 1,397

9 4,182 5,017 △ 834

10 35 △ 12 47

11 369 △ 308 678

12 1,529 14 1,515

13 757 △ 193 951

14 14,347 △ 3,512 17,860

15 483 331 151

16 14,831 △ 3,180 18,012

17 898 △ 232 1,130

18 1,469 △ 4,951 6,421

19 2,367 △ 5,184 7,552

20 12,463 2,003 10,459

21 303 △ 281 585

22 12,159 2,285 9,874
（注） 連結粗利益=（資金運用収益-資金調達費用）+（役務取引等収益-役務取引等費用）

     　 　　 　　+(その他業務収益-その他業務費用)

（ご参考） （単位：百万円）

17,053 1,221 15,832
（注）連結業務純益=単体業務純益+子会社経常利益-内部取引（配当等）

（連結対象会社数） （社）

10 ― 10

― ― ―

貸 倒 償 却 引 当 費 用

営 業 経 費

貸 出 金 償 却

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

偶 発 損 失 引 当 金 繰 入 額

２８年３月期 ２７年３月期

連 結 粗 利 益

資 金 利 益

そ の 他 業 務 利 益

役 務 取 引 等 利 益

法 人 税 等 合 計

持 分 法 適 用 会 社 数

連 結 業 務 純 益

当 期 純 利 益

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益

連 結 子 会 社 数

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

法 人 税 等 調 整 額

特 別 損 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

償 却 債 権 取 立 益

株 式 等 関 係 損 益

経 常 利 益

そ の 他
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２．業務純益　【単体】 （単位：百万円）

２７年３月期比

(1) 12,105 △ 4,013 16,119

4,562 △ 1,490 6,053

(2) 15,807 1,456 14,350

5,958 569 5,389

（注）職員数は期中平均人員（出向者を除く）を使用しております。

３．利鞘　【単体】

①全体 （単位：％）

２７年３月期比

1 1.00 △ 0.08 1.08

2 1.11 △ 0.11 1.22

3 1.06 0.06 1.00

4 0.07 0.00 0.07

5 0.04 △ 0.01 0.05

6 0.18 0.02 0.16

7 0.93 △ 0.07 1.00

8 0.88 △ 0.07 0.95

9 0.90 △ 0.08 0.98

10 0.18 △ 0.04 0.22

11 0.10 0.00 0.10

②国内業務部門 （単位：％）

２７年３月期比

12 0.92 △ 0.10 1.02

13 1.12 △ 0.11 1.23

14 0.94 0.03 0.91

15 0.05 △ 0.02 0.07

16 0.04 △ 0.01 0.05

17 0.09 0.00 0.09

18 0.92 △ 0.08 1.00

19 0.87 △ 0.07 0.94

20 0.91 △ 0.09 1.00

21 0.20 △ 0.03 0.23

22 0.01 △ 0.01 0.02

総 資 金 利 鞘 (A)-(D)

資 金 運 用 利 回 (A)

預 貸 金 利 鞘 (B)-(C)

業 務 純 益

業務純益（一般貸倒引当金繰入前）

職 員 一 人 当 た り （ 千 円 ）

職 員 一 人 当 た り （ 千 円 ）

資 金 調 達 原 価 (D)

預 貸 金 利 鞘 (B)-(C)

２８年３月期 ２７年３月期

資 金 調 達 利 回

貸 出 金 利 回 (B)

有 価 証 券 利 回

総 資 金 利 鞘 (A)-(D)

経 費 率

預 金 等 原 価 (C)

資 金 調 達 原 価 (D)

預 金 等 利 回

外 部 負 債 利 回

２７年３月期

資 金 運 用 利 回 (A)

２８年３月期 ２７年３月期

２８年３月期

経 費 率

資 金 調 達 利 回

預 金 等 原 価 (C)

貸 出 金 利 回 (B)

有 価 証 券 利 回

預 金 等 利 回

外 部 負 債 利 回
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４．有価証券関係損益　【単体】 （単位：百万円）

1

2 売 却 益

3 償 還 益

4 売 却 損

5 償 還 損

6 償 却

7

8 売 却 益

9 売 却 損

10 償 却

５．有価証券評価損益　【単体】 （単位：百万円）

評価益 評価損 評価益 評価損

11 満期保有目的の債券 42 42 ― 16 18 1

12 その他有価証券 77,971 82,944 4,972 81,373 82,181 807

13 　 株　式 33,052 34,258 1,206 44,737 44,880 143

14 債　券 32,240 32,269 28 26,612 26,707 94

15 その他 12,678 16,415 3,737 10,023 10,593 569

６．ROE　【単体】 （単位：％）

２７年３月期比

16 6.43 0.14 6.29

17 4.76 0.49 4.27

（注）分母となる純資産平均残高は、（期首純資産の部+期末純資産の部）÷2を使用（新株予約権を控除）しております。

業 務 純 益 ベ ー ス

当 期 純 利 益 ベ ー ス

２７年３月期２８年３月期

国債等債券損益（五勘定尻）

株 式 等 損 益 （ 三 勘 定 尻 ） 1,529

２８年３月期

823

―

823

―

146

―

―

0

―

△ 3,450

△ 3,597

―

△ 146

1,515

1,515

２７年３月期比
２７年３月期

―

4,274

4,421

―

14

―

評価損益 評価損益

２８年３月末 ２７年３月末

―

0

158

158

331

158

157

1,846
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Ⅲ.　貸出金等の状況

１．貸倒引当金等とリスク管理債権の状況

【単体】 （単位：億円）

２７年９月末比 ２７年３月末比

1 210 1 △ 24 209 235

2 74 △ 27 △ 37 101 111

3 136 28 12 108 124

4 ― ― ― ― ―

　 （単位：億円）

5 破 綻 先 債 権 額 14 3 5 10 8

6 延 滞 債 権 額 621 15 △ 11 606 633

7 ３ヵ月以上延滞債権額 1 △ 1 △ 5 3 7

8 貸出条件緩和債権額 99 △ 19 △ 48 118 148

9 合　　　　　計 737 △ 1 △ 60 738 798

部分直接償却による減少額

２７年３月末：破綻先債権額　　41億円　　　延滞債権額　　23億円

２７年９月末：破綻先債権額　　28億円　　　延滞債権額　　44億円

２８年３月末：破綻先債権額　　25億円　　　延滞債権額　　43億円
　 （単位：億円）

10 31,981 776 1,094 31,205 30,887

11 破 綻 先 債 権 額 0.04% 0.01 0.02 0.03% 0.02%

12 延 滞 債 権 額 1.94% 0.00 △ 0.11 1.94% 2.05%

13 ３ヵ月以上延滞債権額 0.00% △ 0.01 △ 0.02 0.01% 0.02%

14 貸出条件緩和債権額 0.31% △ 0.07 △ 0.16 0.38% 0.47%

15 合　　　　　計 2.30% △ 0.06 △ 0.28 2.36% 2.58%

２７年３月末

貸 倒 引 当 金

２７年９月末

リ
ス
ク
管
理
債
権

一 般 貸 倒 引 当 金

個 別 貸 倒 引 当 金

特定海外債権引当勘定

２８年３月末

（注）

　

貸
出
金
残
高
比

貸 出 金 残 高 （ 末 残 ）
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【連結】 （単位：億円）

２７年９月末比 ２７年３月末比

1 238 0 △ 26 237 264

2 83 △ 26 △ 38 110 122

3 154 27 11 126 142

4 ― ― ― ― ―

　 （単位：億円）

5 破 綻 先 債 権 額 14 4 5 10 8

6 延 滞 債 権 額 622 14 △ 12 607 634

7 ３ヵ月以上延滞債権額 1 △ 1 △ 5 3 7

8 貸出条件緩和債権額 99 △ 19 △ 48 118 148

9 合　　　　　計 737 △ 2 △ 61 740 799

２７年３月末：破綻先債権額　　41億円　　　延滞債権額　　25億円

２７年９月末：破綻先債権額　　28億円　　　延滞債権額　　46億円

２８年３月末：破綻先債権額　　26億円　　　延滞債権額　　44億円

（単位：億円）

10 31,883 781 1,091 31,101 30,791

11 破 綻 先 債 権 額 0.04% 0.01 0.02 0.03% 0.02%

12 延 滞 債 権 額 1.95% 0.00 △ 0.11 1.95% 2.06%

13 ３ヵ月以上延滞債権額 0.00% △ 0.01 △ 0.02 0.01% 0.02%

14 貸出条件緩和債権額 0.31% △ 0.07 △ 0.17 0.38% 0.48%

15 合　　　　　計 2.31% △ 0.07 △ 0.28 2.38% 2.59%

部分直接償却による減少額

２８年３月末

貸
出
金
残
高
比

貸 出 金 残 高 （ 末 残 ）

（注）

２７年３月末

貸 倒 引 当 金

リ
ス
ク
管
理
債
権

２７年９月末

一 般 貸 倒 引 当 金

個 別 貸 倒 引 当 金

特定海外債権引当勘定
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２．金融再生法開示債権の状況
　

【単体】 （単位：億円）

２７年９月末比 ２７年３月末比

1 58 4 7 54 51

2 580 15 △ 12 564 593

3 100 △ 21 △ 54 122 155

4 739 △ 1 △ 60 741 800

5 31,418 785 1,164 30,632 30,253

6 32,157 783 1,104 31,374 31,053

7 2.30% △ 0.06 △ 0.27 2.36% 2.57%
部分直接償却による減少額
２７年３月末：破産更生債権及びこれらに準ずる債権　  64億円
２７年９月末：破産更生債権及びこれらに準ずる債権　  72億円
２８年３月末：破産更生債権及びこれらに準ずる債権　  69億円

＜引当・保全の状況＞ （単位：億円）

8 (ａ) 58 580 100 739

9 (ｂ) 51 394 31 477

10 (ｃ）＝(ａ－ｂ) 6 186 69 262

11 （ｄ） 6 128 12 147

12 (ｅ）＝(ｄ÷ｃ) 100% 69.0% 17.4% 56.1%

13 (ｆ）＝(ｂ＋ｄ) 58 522 43 624

14 (ｇ）＝(ｆ÷ａ) 100% 90.0% 42.9% 84.4%

２７年９月末比 ２７年３月末比

15 56.1% 9.0 9.4 47.1% 46.7%

16 84.4% 2.4 4.2 82.0% 80.2%

保 全 額

保 全 率

（注）

回 収 懸 念 額

引 当 率

貸 倒 引 当 金

債 権 額

２８年３月末 ２７年９月末 ２７年３月末

引 当 率

危 険 債 権

要 管 理 債 権

小　　　　　　計

正 常 債 権

合　　　　　　計

開 示 債 権 比 率

保 全 率

２８年３月末 ２７年３月末２７年９月末

破 産 更 生 債 権 及 び
こ れ ら に 準 ず る 債 権

要管理債権 合計
破産更生債権及び
これらに準ずる債権 危険債権

担 保 ・ 保 証 等 に よ る
回 収 見 込 み 額
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３．業種別貸出状況等 　
　

①業種別貸出金　【単体】 （単位：億円）

２７年９月末比 ２７年３月末比
31,981 776 1,094 31,205 30,887

製 造 業 5,007 23 △ 15 4,984 5,023
農 業 、 林 業 27 △0 △ 2 28 29
漁 業 37 △ 6 △ 5 43 43
鉱業、採石業、砂利採取業 117 46 45 70 71
建 設 業 851 24 11 827 840
電気・ガス・熱供給・水道業 278 16 1 262 276
情 報 通 信 業 397 18 34 378 363
運 輸 業 、 郵 便 業 1,052 113 141 939 910
卸 売 業 、 小 売 業 2,922 △ 101 △ 87 3,023 3,009
金 融 業 、 保 険 業 1,484 △ 120 △ 101 1,605 1,585
不動産業、物品賃貸業 3,598 56 149 3,541 3,448
各 種 サ ー ビ ス 業 1,775 91 111 1,684 1,664
地 方 公 共 団 体 5,416 459 577 4,957 4,839
そ の 他 9,013 154 232 8,859 8,780

②業種別リスク管理債権　【単体】
（単位：億円）

２７年９月末比 ２７年３月末比
737 △ 1 △ 60 738 798

製 造 業 194 △ 2 △ 44 197 238
農 業 、 林 業 10 △0 △0 11 11
漁 業 ― ― ― ― ―
鉱業、採石業、砂利採取業 2 △0 △0 2 2
建 設 業 69 △ 4 △ 10 74 80
電気・ガス・熱供給・水道業 0 △0 △0 0 0
情 報 通 信 業 3 0 0 3 2
運 輸 業 、 郵 便 業 29 △ 2 △ 3 32 33
卸 売 業 、 小 売 業 183 △ 4 △ 3 187 187
金 融 業 、 保 険 業 0 △0 △0 0 0
不動産業、物品賃貸業 93 13 3 79 90
各 種 サ ー ビ ス 業 66 4 3 62 63
地 方 公 共 団 体 ― ― ― ― ―
そ の 他 82 △ 5 △ 5 87 87

③消費者ローン残高　【単体】 （単位：億円）

２７年９月末比 ２７年３月末比

9,898 126 238 9,772 9,660
住 宅 ロ ー ン 残 高 8,830 162 254 8,668 8,576
そ の 他 ロ ー ン 残 高 1,068 △ 36 △ 16 1,104 1,084

   
④中小企業等貸出金比率　【単体】 （単位：％）

２７年９月末比 ２７年３月末比
60.6 △ 0.3 △ 0.6 60.9 61.2

国 内
（除く特別国際金融取引勘定）

国 内
（除く特別国際金融取引勘定）

中 小 企 業 等 貸 出 金 比 率

２７年３月末

消 費 者 ロ ー ン 残 高

２８年３月末 ２７年９月末 ２７年３月末

２８年３月末 ２７年９月末

２８年３月末 ２７年９月末 ２７年３月末

２８年３月末 ２７年９月末 ２７年３月末
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４．国別貸出状況等 　

該当ありません。

②アジア向け貸出金　【単体】

（単位：億円）

２７年９月末比 ２７年３月末比

3 △ 5 △ 5 8 8

― ― ― ― ―

8 4 4 3 3

― ― ― ― ―

11 11 11 ― ―

― ― ― ― ―

③中南米主要諸国向け貸出金　【単体】

（単位：億円）

２７年９月末比 ２７年３月末比

16 △0 △ 1 17 18

― ― ― ― ―

④ロシア向け貸出金　【単体】
該当ありません。

２７年３月末

タ　　　　　　　　　イ

２７年３月末

パ　　　　ナ　　　　マ

シ  ン  ガ  ポ  ー  ル

（ う ち リ ス ク 管 理 債 権 ）

香　　　　　　　　　港

（ う ち リ ス ク 管 理 債 権 ）

①特定海外債権残高　【単体】

２８年３月末 ２７年９月末

（ う ち リ ス ク 管 理 債 権 ）

（ う ち リ ス ク 管 理 債 権 ）

２８年３月末 ２７年９月末
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５．　自己査定結果と開示基準別の分類・保全状況【単体】

〔平成２８年３月末現在〕

　 保証等 貸倒 貸出金
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ による 引当金 残高

分類 分類 分類 分類 保全額

5 9 　　　　― 　　　　― 破綻先債権 14

（1） （―）

27 15 　　　　― 　　　　―

（5） （0）

395 126 57 394 128 90.0％

（128）

３ヵ月以上

延滞債権

99

小計 合　　　計 737

739

30,201

31,125 974 57 　　　　―

（135） （0）

　　　　　　Ⅰ分類　・・・・・引当金、優良担保（預金等）・優良保証（信用保証協会等)等でカバーされている債権

　　　　　　Ⅱ分類　・・・・・不動産担保等一般担保・保証等でカバーされている債権

　　　　　　Ⅲ・Ⅳ分類　・・全額または必要額について償却・引当を実施、引当済分はⅠ分類に計上

　　　　　　　　　　　　　　　 破綻先及び実質破綻先のⅢ・Ⅳ分類は全額引当済

　　　　３．自己査定（債務者区分別）における（　　）内は、分類債権に対する引当額であります。

（注）　１．貸出金等与信関連債権　：　貸出金・支払承諾見返・外国為替・銀行保証付私募債・貸付有価証券・貸出金

　　　　２．破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先の自己査定における分類額

30,201

合　　計 合　　計

32,157 32,157

　　　　　　に準ずる仮払金・未収利息

1,187 正常債権

正　常　先 31,418

要
　
　
注
　
　
意
　
　
先

要管理先

31 98

130

要注意先
463 723

477 147 84.4％

その他の

1
要管理債権

（貸出金のみ）
31 12 42.9％ 貸出条件

緩和債権
100

延滞債権 621
破綻懸念先 危険債権

580 580

100％準 ず る 債 権
実質破綻先

58

43

破　綻　先

区　　　分 区　　　分
保全率

破産更生債権

15 及びこれらに

51 6

分　　類　　債　　権 担保

区　　　分
与信残高 与信残高

（単位：億円）

自己査定　（債務者区分別） 金融再生法開示債権 リスク管理債権

対象：貸出金等与信関連債権
　対象：要管理債権は貸出金のみ　　　　　

対象：貸出金
　　　その他は貸出金等与信関連債権
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